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人命にかかわるリスクを伴う豪雪時の大規模車両滞留の被害を軽減するためには，巻き込まれる車両を

低減すること及び効率的な除雪を行うことが重要であり，そのためには交通量を低減させる必要がある．

令和 4 年 12 月の豪雪では朝の通勤と集中降雪が重なり渋滞や立往生が発生した．また，乗用車のトリッ

プ数の内，通勤や帰社・帰宅の占める割合が多いため，交通量の低減には，就業者の自家用車利用を抑制

することが有効であると考えられる． 

豪雪時における自家用車での通勤を抑制する対策としては，公共交通機関の利用，在宅勤務，自宅待機

等が考えられる．在宅勤務は豪雪時に交通量を低減させるとともに業務を遅滞なく遂行することができる

ため最も有効であると考えられるが，地方部においてあまり普及していない． 

そこで，本研究では過去の豪雪における通勤行動を把握するとともに豪雪時における個人の通勤に対す

る意識を調査し，実現可能かつ有効な豪雪時の外出抑制対策を検討する． 
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1. 背景と目的 

 

人命にかかわるリスクを伴う豪雪時の大規模車両滞留

の被害を軽減するためには，交通量を低減させることが

必要であり，大雪が予想されるときは道路管理者や自治

体が不要不急の外出を控えるよう呼びかけることが通例

となっている． 

令和 4年 12月 18日から 19日にかけて，新潟県では

下越と中越を中心に記録的な大雪となった．降雪の 2日

前の 12月 16日から道路の情報板やラジオ，SNS等で出

控え広報が実施されたが，国道 8号では約 800台，国道

17号では約 1000台の車両滞留が発生した 1)． 

このことから，呼びかけのみでは出控え対策として不

十分であり，トリップ目的別の対策が必要であると考え

た．本豪雪は，柏崎地区で 4～8cm/h 長岡地区で 4～

9cm/h の降雪の連続と，朝の通勤時間帯による交通量増

加が重なり除雪効率が低下した 1)ため被害が拡大したと

考えられる．また，一般的に乗用車のトリップ目的では

3 時から 8 時において通勤・通学の割合が最も高く，15

時から 24 時において帰社・帰宅の割合が最も高くなっ

ている 2)．したがって，通勤を目的とする乗用車の利用

を抑制することが大規模車両滞留の被害を軽減させるた

めに有効であると考えられる． 

自家用車での通勤を抑制する対策としては，公共交通

機関の利用，在宅勤務，自宅待機（休業）等が考えられ

る．豪雪時には公共交通機関が運休する場合もあり自家

用車から公共交通機関への交通手段の転換が難しいと考

えられる．在宅勤務は出社せずに業務を遅滞なく遂行で

きるため有効であると考えられるが，令和 4年における

地方都市圏の雇用型就業者におけるテレワーク経験の割

合は 18.1%であり首都圏の 39.6%3)と比べ低くいことから，

地方部では，豪雪時の在宅勤務への転換では十分な効果

が得られないと考えられる． 

そこで，本研究では，豪雪時における通勤行動を把握

するとともに豪雪時における通勤の意識を調査し実現可

能かつ有効な豪雪時の外出抑制策を検討する． 
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2. 既往論文のレビューと本研究の特徴 

 

(1) 既往論文のレビュー 

坂本ら 4)は豪雨の中の帰宅行動は二次災害の危険性が

あることを背景として，豪雨の中帰宅に至った要因を分

析している．分析の結果，平常時の通勤時間が短い，ま

たは平常時に公共交通で通勤している者ほど，通勤経路

や手段を変更して豪雨の中帰宅する傾向にあることが明

らかになった． 

川本ら 5)は豪雪時の通勤行動を交通需要マネジメント

（TDM）の観点から明らかにするとともに，豪雪によ

る影響の緩和を図るためにはどのような施策が有効であ

るかを，個人と企業を対象としたアンケート調査によっ

て明らかにした．分析の結果，通常時と比較して豪雪時

は自家用車の利用が大幅に減少していたこと，また個人

の交通行動意向及び企業の交通行動変容の実態から，実

行可能でかつ効率的な TDM 施策は「時差出勤」および

「マイカー自粛」であることを明らかにした． 

(2) 本研究の特徴 

 豪雪時において，勤め先から自宅待機もしくは出勤と

指示があればそれに従うが，出社については自己判断も

しくは指示がない場合，出社の可否については就業者に

委ねられる．出社の判断については，業種，職種，家族

構成や通勤時間など就業者のおかれている状況に起因す

るものであると考えられる．  

 そこで本研究では，上記のような個人属性と通常時の

通勤行動，ならびに令和 4年 12月 19日の豪雪時の出社

の有無との関係を明らかにする．また，道路管理者から

の情報提示や予防的通行止めの実施等の施策が，出社行

動の選択にもたらす効果について検討を行う． 

 

3. アンケート調査の概要 

 

(1) アンケート調査の目的 

本研究のアンケート調査では，豪雪地域に居住する雇

用労働者の，平常時の通勤行動，令和 4 年 12 月の豪雪

時の通勤行動を把握する．また，過去 10 年間の豪雪時

における出社取り止めの有無とその要因についても尋ね

る． 

さらに，道路管理者が行う情報提示や，予防的通行止

めが実施された際の，通勤行動に関する意思についても

尋ねる． 

(2) アンケート調査対象者 

 アンケート調査の対象者は 18歳以上 75歳以下の新潟

県に居住する雇用労働者である．学生アルバイトについ

ては生活における労働の比重が異なると考えられるため

調査対象としないこととする． 

(3) アンケート調査内容 

アンケートの調査項目は，回答者の自宅及び通勤場所，

平常時の通勤行動，令和 4年 12月 19日の通勤行動，過

去 10 年の新潟県における豪雪時の出社状況，予防的通

行止めの外出抑制効果，就業属性，個人属性の７項目で

ある． 

令和 4年 12月 19日の通勤行動については，平常時と

の比較のため，現在の自宅及び通勤場所が豪雪時と同じ

場所にあり，かつ豪雪時にその影響を受けたと考えられ

る大雪警報が発令された市町村（表-1）または新潟市に

居住，もしくは通勤する回答者に限定して尋ねることと

する． 

 

表- 1 大雪警報発令地域 6） 

長岡市 三条市 柏崎市 

小千谷市 加茂市 十日町市 

五泉市 魚沼市 南魚沼市 

阿賀町 津南町 見附市 

出雲崎町 刈羽村  

 

 

4. 今後の予定 

 

アンケート調査結果の報告は発表時に譲る．アンケー

ト調査から、どのような要因のもと通勤を取りやめたか

を分析する．また，有効な外出抑制策について検討する．   

さらに，就業者の豪雪時の通勤行動を基に企業を対象

としたアンケート調査を行い実現可能であり有効な自家

用車の抑制対策を検討する．  
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